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第１ 取組方針の趣旨 

１．取組方針の趣旨 
ヤングケアラーは、本来、大人が担うような家事や家族の世話などを日常的に行っ

ている子どものことで、家族のケア負担に伴い、健やかな育ちが損なわれていること

が社会的課題となっている。 

このため、県は、令和３年６月に子ども・教育・介護・福祉分野の庁内関係課で構

成する「ヤングケアラー支援に向けた連携会議」（以下「庁内連携会議」という。）を

立ち上げ、支援の連携体制づくりや具体的支援策を検討することとした。 

また、県教育委員会は、同月に公立学校の中高生に対し、「ヤングケアラーに関する

実態調査」を実施し、ヤングケアラーの認知度、家事や家族の世話の頻度、負担感、

出席状況等を７月に公表した。 

さらに、県は、９月に市町村の福祉や教育の担当者等を対象とした、「ヤングケアラ

ー支援者養成等研修会」を開催し、ヤングケアラーの課題について共通理解を図ると

ともに、11 月に「ヤングケアラー支援に関する市町村アンケート」を実施し、市町村

におけるヤングケアラーへの対応状況や、効果的な支援をするために必要な取組など

の意見を求めた。 

これら調査結果や庁内連携会議での議論等をふまえ、ヤングケアラーの課題解決に

向け、ヤングケアラー支援に関する取組方針として、３つの推進施策と、それぞれに

おける具体的取組を整理した。   
２．国の動き 

国においては、厚生労働省が平成 30 年度に要保護児童対策地域協議会（以下「要

対協」という。）を対象に、ヤングケアラーの実態に対する調査（「ヤングケアラーの

実態に関する調査研究」（平成 30 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業））を実

施した。その結果、ヤングケアラーという概念を認識していると回答したものは 46.7%

と約半数にとどまっており、これをふまえ、令和元年７月に都道府県・指定都市・中

核市に対して、要対協において、ヤングケアラーの概念を理解し、福祉・介護等の関

係部署と連携して、関係機関による支援につなげるなど適切に対応するよう通知を行

った。 

また、令和２年度には、ヤングケアラーの実態をより正確に把握するため、厚生労

働省と文部科学省が連携し、要対協、学校、中学２年生・高校２年生を対象とした全

国規模の調査（「ヤングケアラーの実態に関する調査研究」（令和２年度子ども・子育

て支援推進調査研究事業））を実施した。その結果、世話をしている家族が「いる」と

回答した子どもは、中学２年生が 5.7%、高校２年生では 4.1%となっている。 

これらを受け、国において、より一層の関係分野での連携を進めていくため、「ヤン

グケアラー支援に向けた福祉・医療・介護・教育等のプロジェクトチーム」を立ち上

げ、令和３年５月に報告書をとりまとめている。 
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 この報告書では、今後取り組む施策として、ヤングケアラーの早期発見・把握、ヤ

ングケアラー自身や関係機関が連携した支援策の推進、また 2022年度から 2024 年度

までの３年間をヤングケアラー認知度向上の「集中取組期間」として啓発活動等の実

施により社会的認知度の向上に取り組む方針を示している。  
３．ヤングケアラーの概念と特徴 

ヤングケアラーについては、法律上の定義はないが、厚生労働省のホームページで

は、「一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行

っているような子ども」と紹介されている。 

また、一般社団法人日本ケアラー連盟によると、「家族にケアを要する人がいる場

合に、大人が担うべきケア責任を引き受け、家事や家族の世話・介護、感情面のサポ

ート等を行っている１８歳未満の子ども」とされている。   

子どもがケアを担う背景には、少子高齢化や核家族化の進展、共働き世帯の増加、

家庭の経済状況等の様々な要因が考えられる。 

また、「家族の状況を知られたくない」「知られることが恥ずかしい」という思いか

ら表面化しづらく、「家族のケアをすることは当然」という気持ちなどから、自分自

身がヤングケアラーである自覚が無い、また、ヤングケアラーの社会的認知度が低い

ため、周囲の大人も気づきにくいといった特徴がある。 

 
 
第２ ヤングケアラーの現状と課題   １．ヤングケアラーに関する実態調査 
  令和３年６月に、県内の公立中学３年生（約 10,500 人）及び公立高校全生徒（約 

22,900 人）を対象に、「ヤングケアラー等に関する実態調査」を、パソコン等を用 

いて回答できるよう実施した。回答数・回答率が中学３年生 86.8％（9,100 件）、 

高校生 67.2％（15,384件）であった。 

その結果、ヤングケアラーについて「聞いたことがあり、内容を知っている」と

回答した中学３年生は 8.2％、高校生は 12.4％であり、「聞いたことがない」と回

答した生徒は、それぞれ 80.7％、74.2％であった。 

また、家事や家族の世話を日常的に行っている生徒のうち、その頻度が「ほぼ

毎日」と回答した生徒は、中学３年生が 5.6％、高校生が 5.3％であった。 

家事や家族の世話を、週３日以上、平日１日あたり３時間以上を行うとしたヤン

グケアラーと考えられる生徒は、中学３年生で 76 人、高校生で 101 人であった。 

調査結果は各学校に報告し、各学校において継続的に支援が必要な生徒への対応

を行っている。 
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＜結果概要＞＜結果概要＞＜結果概要＞＜結果概要＞     
【調査目的】 

○ 本来、大人が担うべき家事や家族の世話等を日常的に行っているようなヤングケ

アラーに関する実態の把握及び必要な支援に資する。 

【調査方法等】 

○ 調査対象 県内公立中学校第３学年（約 10,500 人）及び県内公立高等学校全生徒 

（約 22,900 人） 

○ 実施方法 Google Workspace for Education を使用し、パソコン等を用いて回答 

○ 実施期間 令和３年６月 16 日から６月 30 日 

○ 回収状況 有効回答数及び回答率  

・県内公立中学校第３学年 9,100 人 回答率８６．８％ 

      ・県内公立高等学校生徒  15,384 人 回答率６７．２％ 

 

〔ヤングケアラーに関する調査結果〕〔ヤングケアラーに関する調査結果〕〔ヤングケアラーに関する調査結果〕〔ヤングケアラーに関する調査結果〕    

① ヤングケアラーについて、「聞いたことがあり、内容を知っている」と回答した中学３年 

生が 8.2％、高校生が 12.4％であり、「聞いたことがない」と回答した生徒は、それぞれ

80.7％、74.2％であった。            
② 家事や家族の世話を日常的に行っている生徒のうち、その頻度が「ほぼ毎日」、「週に３ 

～５日」と回答した割合が、中学３年生では全体の 9.7％、高校生では全体の 9.0％であった。                    
2,0612,0612,0612,061 人人人人    
1,3101,3101,3101,310 人人人人    家事�家族�世話�行
�� 

家事�世話�頻度 
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③ 週３日以上、家事や家族の世話を行っている生徒で、平日１日あたりの家事や家族の 

世話を行う時間について、「３時間以上７時間未満」と回答した中学３年生が 7.4％、 

高校生が 5.7％であり、「７時間以上」と回答した生徒は、中学３年生が 1.2％、高校生 

が 1.6％であった。 

週３日以上、平日１日あたりの家事や家族の世話を３時間以上行うと回答した人数は、

中学３年生が 76 人、高校生が 101 人となる。                
④ 週３日以上、平日３時間以上、家事や家族の世話を行っている生徒の家事等の内容や 

きつさなどについて分析した。 

 

ア 家事や家族の世話の内容に関して最も多かったのが「家事」､次いで「きょうだいの

世話」「外出の付き添い」であった。             
イ 家事や家族の世話を行っていることに対して、「身体的にきつい」､「時間的に余裕が

ない」､「精神的にきつい」など、何らかのきつさを感じていると回答した人数の割合

は、中学３年生では 43.4％、高校生では 30.7％であった。               

対象対象対象対象生徒生徒生徒生徒のののの回答（複数回答）回答（複数回答）回答（複数回答）回答（複数回答）のののの上位上位上位上位５５５５項目項目項目項目    
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 ウ 出席状況について「よく欠席する」と回答した中学３年生が 15.8％、高校生が

10.9％であり、遅刻や早退の状況について「よくする」と回答した中学３年生が

9.2％、高校生が 3.0％であった。          
 

 

 

 

 

２．ヤングケアラー⽀援に関する市町村アンケート 
   令和３年 11 月に、県内全３９市町村に設置されている市町村要対協を対象に、「ヤング

ケアラー支援に関する市町村アンケート」を実施した。 

＜結果概要＞  
○市町村要対協でヤングケアラーと考えられる児童のケース管理を行っている市町村  

１８市町村 

○ヤングケアラー相談に対応可能な窓口を設置している市町村 

２２市町村 

○効果的なヤングケラー支援を進めていくには、どのような取組が必要か（抜粋） 

・子どもの権利を守るという視点に立った取組 

・早期発見のための関係機関との連携強化 

・子どもやその家庭との関係性の構築   など 

 

３．ヤングケアラー⽀援に関する課題 

（１）ヤングケアラーは表面化しにくいため、教育や介護等の各分野で子どもやその

家庭に関わりを持つ支援者が、ヤングケアラーを早期に発見する気づきの視点を持

ち、家庭が必要とする支援に結びつけることが必要 

 

（２）ヤングケアラーが一人で不安や負担を抱え込むことがないよう、気軽に相談で

きる身近な地域での相談拠点・仲間と交流できる居場所づくりが必要 

 

（３） ヤングケアラーの認知度の低さや理解の不足が、早期発見の支障になるため、

認知度の向上が必要。 

〔〔〔〔中学３年生〕中学３年生〕中学３年生〕中学３年生〕    〔〔〔〔高校生高校生高校生高校生〕〕〕〕    
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第３ ヤングケアラー支援に関する取組方針 

１．基本方針 
ヤングケアラーが抱える不安やケア負担を軽減・解消し、学びや遊びなどを通し

て健やかに育つ、本来、子どもが有している権利を守るため、ヤングケアラーを関

係機関等が連携して早期発見・把握し、適切な支援につなげる取組を推進する。  
２．推進施策 

（１）早期発⾒・把握への支援   日常的に子どもや家庭と関わる機会の多い子ども・教育・介護・福祉等の支援者

がヤングケアラーの概念や特徴を正しく理解し、気づきの視点を持ちながら接する

ことで早期発見・把握につなげる。 

＜具体的取組＞ 

① 教員への研修実施 
・教員に対してはヤングケアラーの早期発見・把握に関する啓発を継続的に実施 

する。 

 

・市町村や県立高校に、スクールソーシャルワーカーを定期的に派遣しているが、 

ヤングケアラーが疑われるケースに関しては、原則、市町村要対協や子ども家庭 

総合支援拠点に相談するよう、関係機関との連携を強化し対応する。 

 

② 子どもが一人で負担を抱え込まないような教育現場での働きかけ 
・ケア負担の蓄積や孤立感等は、学習面の遅れや遅刻・不登校にもつながる要因 

となることから、子どもが自らの状況を周囲の友人や大人に話せず、一人で負 

担を抱え込んでしまうことがないよう、教育現場において、ヤングケアラーや 

ＳＯＳの出し方について学ぶ機会を設ける。 

 

・子どもへの周知に関しては、令和４年度以降に全校種において１人１台端末環 

境が整備されることから、パソコンを活用した周知の方法を検討していく。 

 

・子どもが相談したくなった時に気軽に相談ができるよう、メールやＳＮＳ等の 

相談窓口、スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラー、その他相談 

支援に携わる教員等の校内支援者に関する情報の周知を行う。 
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③ 市町村要対協等の職員に対する研修実施・情報提供 

・市町村要対協で支援に関するアセスメントを行う段階でヤングケアラーを把握 

した場合、市町村関係課、学校、介護、障害、医療等、関係機関と連携を取り、 

家族全体の状況を共有したうえで支援方針等を検討し、継続的に支援すること 

が必要である。 

また、よりきめ細かな支援・連携を要するケースについては、関係機関が一堂 

に会する個別ケース検討会議の開催についても検討することが望ましい。 

 

・ヤングケアラーの早期発見の観点から、市町村要対協で受理したケースをアセ

スメントする際、要支援・要保護児童に該当するか否かだけではなく、ヤング

ケアラーではないかという視点も同時に併せ持ってアセスメントをすることが

必要である。 

    このため、県は、対応マニュアルを作成し、市町村要対協等、子どもやその家

族と関わる機会の多い職員と共有するとともに、対応マニュアルの活用に関す

る研修を実施し、対応力向上につなげる。 

    この際、国の「ヤングケアラーの早期発見・ニーズ把握に関するガイドライン

案」で示されているアセスメントシート（別添①参照）の活用が望ましいとされ

ていることから、このアセスメントシートを対応マニュアルに盛り込み、これ

らの活用を市町村要対協に促す。 

 

④ 介護や福祉等の専門職に対する研修実施 
・ヤングケアラーを把握するにあたっては、子ども本人にその認識がない場合が 

多いことから、介護や福祉等に関わる専門職が、ケアニーズをアセスメントす 

る際に、誰がケアの担い手になっているかを把握することが求められている。 

このため、県は、市町村と連携して、ヤングケアラーの概念や特徴、ヤングケ 

アラー発見のための着眼点、関係機関等との連携方法、対応する際に配慮すべ 

き事項等を学ぶ研修の実施を推進する。 

 

   ・介護や福祉等に関わる専門職が、ヤングケアラーが疑われるケースを発見した

場合に、子どもの気持ちに寄り添いながら家族を支援することができるよう、

県は、適切な情報共有や関係者間の円滑な連携方法等に関する事例検討会など

支援者を対象とした研修会の開催を支援する。       
（２）相談支援体制の充実 

   市町村及び学校等での相談窓口の設置、身近な地域での居場所づくりを促進す

ることで、ヤングケアラーが気軽に相談できる体制を整備するとともに、本人や

その家庭に寄り添ったきめ細かな支援につなげる。 
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＜具体的取組＞ 

①市町村及び市町村教育委員会（学校）の相談窓口の設置促進 
   ・ヤングケアラーについては、支援が必要であっても表面化しにくい特徴があ

り、また、具体的な支援策につなぐための窓口が明確になっていないため、

ヤングケアラーについて相談できる窓口の設置が必要である。 

相談窓口は、住民に最も身近な市町村において設置し、ヤングケアラーで 

ある子どもやその家族に寄り添いながら、福祉サービス等の必要な支援につ 

なげることが大切である。窓口設置場所としては、子育て相談の専門員が配

置されている市町村要対協や子ども家庭総合支援拠点などが考えられる。 

このため、市町村において対応窓口の設置が促進されるよう、市町村との  

会議や担当者に対する研修等を通じて、窓口設置について継続的に働きかけ

ていく。 

 

・県教育委員会では、令和３年６月にヤングケアラー専用メール相談窓口 

「young-mirai@e-net.nara.jp」を開設した。その他、メール相談「悩みならメ 

ール」、LINE 相談「なら Cocoroライン」、電話教育相談「あすなろダイヤル」 

等、各種相談窓口を設置して対応する。 

 引き続き、これらの相談窓口を受け皿として、学校等の関係機関と連携を図 

りながらヤングケアラーである子どもの早期発見へとつなげていく。 

 

②市町村子ども家庭総合支援拠点における取組への支援 
・市町村子ども家庭総合支援拠点でアセスメントを行う段階でヤングケアラー 

を把握した場合、市町村関係課、学校、介護、障害、医療等、関係機関と連 

携を取り、家族全体の状況を共有したうえで支援方針等を検討し、継続的に 

支援することが必要である。 

また、市町村要対協の要支援・要保護児童にも該当する疑いのあるケース 

については、きめ細かに市町村要対協と情報を共有することが必要である。 

  このため、県において市町村子ども家庭総合支援拠点の設置を促す機会や

支援拠点の担当者に対する研修等を活用し、ヤングケアラー支援に関する情

報共有を継続的に行っていく。 

    

・市町村のその他の窓口で相談を受ける場合においても、様々な課題を抱える

家庭の状況に応じた適切な支援につなげていくことができるよう、包括的な

相談支援体制が必要である。 

  このため、各窓口において適切な対応ができるよう、県から市町村への情

報提供などにより支援する。 
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③子どもや家庭の相談の場となる地域の社会資源における支援 
 

・民生委員・児童委員は、住民を支える身近な相談相手として、地域で孤立し

がちな家庭の把握や見守り、生活相談に対する助言や必要なサービスにつな

げるなどの役割を担っており、日常の活動の中で、ヤングケアラーへの支援

が期待できる。 

また、こども食堂、宅食サービス、学習支援等の社会活動を実施する中で、

利用者である子どもから悩みや不安を聞いたり、相談を受ける場面もあり、

これらの社会活動は子どもの相談先としての役割も担っている。 

     このため、当該社会活動の実施者や支援者に対し、子どもや家庭の支援・ 

    見守りを行う中で、ヤングケアラーを早期に発見し、必要な関係機関につな 

げることができるよう、ヤングケアラーの概念や特徴、支援の窓口等につい

て周知していく。 

 

④ ＮＰO 法人等の⺠間団体による地域での居場所づくりの促進 
  ・行政の相談窓口とは別に、ヤングケアラーの当事者同士が集い、悩みを分か 

ち合い、気軽に相談や意見交換ができるよう、地域の居場所づくりが必要で 

ある。ＮＰＯ団体等の民間団体において、このような活動が進んでいくよう、 

地域の居場所の立ち上げや運営等を整理したマニュアルを作成・配布し、活 

動を促進する。 

 

⑤ 福祉サービスへの円滑なつなぎ 
・ヤングケアラーがいる家庭に対して、利用できる支援制度の周知や利用手続

きをわかりやすく説明するなど、関係機関等と連携して、ヤングケアラーや

その家族を社会的に孤立させることなく、適切なサービスにつなげることが

できるよう包括的に支援することが求められる。 

このため、子どもやケアを必要とする家族がどのような生活を望んでいる 

かを把握し、ヤングケアラーの負担等に配慮しつつ適切な支援につなげるこ

とができるよう、関係機関等における各種相談窓口の相談員や専門職等を対

象とした研修会等の機会を通じて周知を行う。 

 

 （３）社会的認知度を高めるための情報発信     ヤングケアラーに対する認知度向上と正しい知識や理解の促進を図ることで、 

地域での子どもの見守り力を高め、早期発見を含むヤングケアラー支援につなげる。  
＜具体的取組＞ 
① 広報誌・SNS 等による発信   ・県内での認知度を高めていくためには、県民一人ひとりにヤングケアラーに 

ついての正しい知識や情報を伝えていくことが必要である。このため県や市 
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町村の広報誌、ＳＮＳ等を活用し、ヤングケアラーについての情報発信を行う。   
② 子育て関係団体等と連携した情報発信 
・日頃から地域の子育て支援に関わる団体等に対して、ヤングケアラーにつ 

いての情報提供を行い、支援者の子どもがヤングケアラーではないかとい 

う視点を持ちながら、子どもや家庭に関わっていただくことで、地域の子 

どもの見守り力強化につなげる。 

また、団体等が持つネットワークを活用し、利用者等へのヤングケアラー 

の理解促進を図ることで、地域での効果的なヤングケアラーの認知度向上に 

つなげる。 

 

第４ ヤングケアラー支援に関する推進体制 
ヤングケアラーの早期発見と関係機関の効果的な連携による支援につなげる

ため、県は、庁内連携会議を定期的に開催し、情報共有や取組の充実に向けた

検討を行う。 

また、本取組方針の推進にあたっては、ヤングケアラーやその家族を孤立さ

せず、社会全体で見守り支援することができるよう、市町村や関係機関・関係

団体等と密接に連携を図りながら、取組を推進する。 

 

＜具体的取組＞ 
 ・各分野の課題や取組方針、取組状況等の共有 

  ・県内の中学・高校生を対象とした実態調査の実施 

 

第５ 評価指標 

１．県内の中高生におけるヤングケアラーの認知度     ■ ヤングケアラーについて聞いたことがあり、内容を知っている生徒の割合      

         公立中学生   ８．２%（令和３年度）→５０%（令和６年度） 

      公立高校生 １２．４%（令和３年度）→ ５０%（令和６年度） 

     ※評価指標については、今後の実態をふまえて見直しを検討 

      
２．ヤングケアラー相談支援のための窓口を設置している県内市町村数 
   （子ども家庭総合支援拠点を含む） 

■２２市町村(令和３年度)→３９市町村（令和６年度）     

  ※令和４～６年度：国によるヤングケアラー認知度向上「集中取組期間」  
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                                              ヤングケアラー支援に向けた連携会議設置要領ヤングケアラー支援に向けた連携会議設置要領ヤングケアラー支援に向けた連携会議設置要領ヤングケアラー支援に向けた連携会議設置要領     １ 目的 ヤングケアラーは、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負って、本来、大人が担うような家事や家族の介護・世話をすることで、守られるべき子ども自身の権利を侵害され、自らの育ちや教育に及ぼす影響が課題となっている。しかし、認知度が低く、本人や家族に支援が必要である自覚が無いなどの理由から、支援が必要であっても表面化しにくい状況にある。 ヤングケアラーを早期に発見し、必要な支援につなげる具体的施策を検討するため、関係機関による連携会議（以下「連携会議」という。）を設置する。  ２ 検討事項 （１） ヤングケアラーの早期発見に関すること （２） ヤングケアラーや家族等への支援策に関すること （３） ヤングケアラーの認知度の向上、理解促進に関すること （４） その他ヤングケアラー支援に必要な事項  ３ 運営 （１） 連携会議の構成メンバーは、別紙のとおりとし、「２ 検討事項」に掲げる各事項に係る検討を行う。 （２） 必要に応じて、別紙構成メンバー以外の関係者等の参加を依頼し、意見を求め     ることができる。  ４ 事務局 本連携会議の事務局は、こども・女性局こども家庭課におく。その他、本連携会議の運営等に必要な事項は、構成メンバーに諮って定めるものとする。  附則 この要領は、令和３年６月３日から運用する。 附則 この要領は、令和４年８月１７日から運用する。 附則 この要領は、令和５年２月１４日から運用する。 附則 この要領は、令和６年４月１日から運用する。 附則 この要領は、令和６年８月２２日から運用する。

別添② 
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                                                                     別紙  ヤングケアラー支援に向けた連携会議 構成メンバー        こども・女性局こども保育課 こども・女性局こども家庭課      こども・女性局教育振興課      福祉医療部地域福祉課      福祉医療部障害福祉課      医療・介護保険局介護保険課      医療・介護保険局地域包括支援課      医療政策局疾病対策課      教育委員会事務局教育研究所                          
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